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後期高齢者の医療費窓口負担に関する意見書 

 

後期高齢者の窓口負担の在り方については，2018年12月20日の経済財政諮問会議に提出され

た「新経済・財政再生計画改革工程表2018」において，「世代間の公平性や制度の持続性確保

の観点から，団塊世代が後期高齢者入りするまでに，早期に改革が具体化されるよう関係審議

会等において検討」することとされました。加えて，本年６月に閣議決定された「経済財政運

営と改革の基本方針2019」では，2020年度の「経済財政運営と改革の基本方針」において，

「給付と負担の在り方を含め社会保障の総合的かつ重点的に取り組むべき政策を取りまとめ

る」とされています。これらを受け，年金，医療，介護だけではなく，働き方を含めた改革を

パッケージとして検討している政府の全世代型社会保障検討会議では，現在，後期高齢者の窓

口負担割合について現行の原則１割を２割に引き上げることなどが議論されており，今月中旬

にも中間報告をまとめると報道されています。 

後期高齢者医療制度における被保険者の収入の多くが年金収入のみであり，福岡県において

は，2018年度の１人当たり所得額は77万１千円と低い水準となっています。 

このような中，現在，段階的に行われている保険料軽減特例の縮小・廃止等が多くの被保険

者に影響を与えており，これに加え窓口負担が２倍に引き上げられることになれば，その経済

的負担が被保険者の生活だけでなく，受診や治療の機会にも大きな影響を与えることが懸念さ

れ，医療関係団体や高齢者団体から負担増に反対する意見が出されています。また，全国後期

高齢者医療広域連合協議会においても，昨年に続き，本年６月にも国に対し「制度の根幹であ

る高齢者が必要な医療を受ける機会の確保という観点から現状維持とし，検討を慎重に進める

こと」という要望が出されています。 

よって，福岡市議会は，国会及び政府が，後期高齢者の医療費窓口負担の引上げを行われな

いよう強く要請します。 

以上，地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。 

令和 年 月 日 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣，財務大臣，厚生労働大臣，

内閣官房長官，全世代型社会保障改革担当大臣 宛て 

議 長 名 

 


